
 

第３回さいたま市新庁舎整備に伴う 

民間機能整備事業者選定委員会 

 

次 第 
 

日 時 令和８年８月２８日（金）  

 午前１０時３０分  

場 所 浦和コミュニティセンター  

第７集会室         

  

 

１ 開会 

２ 議題  

    ・事業者の選定基準の策定に関すること 

      ⑴第２回委員会の意見と対応 

      ⑵公募条件等の検討 

３ 閉会  

 

 

 

【配付資料】 

 資料１ 次第 

 資料２ 席次 

 資料３ 委員名簿 

 資料４ さいたま市新庁舎整備に伴う民間機能整備事業

者選定委員会条例・傍聴要領・さいたま市情報

公開条例（抄） 

 資料５ 議題資料、公募要項案、基本協定書案 

     事業用定期借地権設定契約書案 

参考資料 新庁舎整備基本設計説明書（素案）概要版 
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さいたま市新庁舎整備に伴う民間機能整備事業者選定委員会

席次
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中城委員長

上田委員

仲委員

若林委員

事務局

傍聴席



さいたま市新庁舎整備に伴う民間機能整備事業者選定委員会 

委員名簿 

区分 氏名 職名等 役職 

学識経験者 岩田 真由美 弁護士  

学識経験者 上田 真弓 
ＵＭリサーチ＆コンサルティング

合同会社 代表 
 

学識経験者 関根 ゆり 
公認会計士・税理士・ 

中小企業診断士 
 

学識経験者 仲 綾子 
東洋大学 

福祉社会デザイン学部 教授 
 

学識経験者 中城 康彦 明海大学不動産学部 教授 委員長 

関係団体 矢口 敦彦 
公益社団法人さいたま観光国際協会

常務理事 
 

市職員 若林 美枝 
さいたま市都市戦略本部 

都市経営戦略部副理事 
 

（敬称略） 
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さいたま市条例第４０号 

さいたま市新庁舎整備に伴う民間機能整備事業者選定委員会条例 

（設置） 

第１条 さいたま市新庁舎の整備に伴い、財政負担の軽減、来庁者等の利便性の向上

及びにぎわいの創出を目的とした事業所、商業施設、宿泊施設その他の民間機能の

整備に係る事業者の選定に関し必要な事項を審議するため、さいたま市新庁舎整備

に伴う民間機能整備事業者選定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を審議する。 

⑴ 事業者の選定基準の策定に関すること。 

⑵ 事業者の選定に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員７人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

⑴ 学識経験を有する者 

⑵ 関係団体の代表者 

⑶ 市職員 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、第２条の規定による審議を終える日までの間とする。 

 （委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名

する委員が、その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 会議の議長は、委員長をもって充てる。 

３ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 
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４ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

５ 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、出席を求めて説明

若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

６ 会議は、公開とする。ただし、委員長が特に必要と認めるときは、委員会に諮っ

て会議を公開しないことができる。 

 （守秘義務） 

第７条 委員会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退い

た後も、同様とする。 

 （庶務） 

第８条 委員会の庶務は、都市戦略本部において処理する。 

 （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 
 



 

   さいたま市新庁舎整備に伴う民間機能整備事業者選定委員会傍聴要領 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、さいたま市新庁舎整備に伴う民間機能整備事業者選定委員会の

会議（以下「会議」という。）の傍聴に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （傍聴の手続） 

第２条 会議を傍聴しようとする者は、さいたま市新庁舎整備に伴う民間機能整備事

業者選定員会傍聴申請書（様式第１号）により、傍聴しようとする会議の開会時刻

の３０分前から１０分前までの間に、さいたま市新庁舎整備に伴う民間機能整備事

業者選定委員会委員長（以下「委員長」という。）に申請し、傍聴の許可を受けな

ければならない。 

２ 委員長は、前項の規定により会議の傍聴を許可したときは、さいたま市新庁舎整

備に伴う民間機能整備事業者選定委員会傍聴券（様式第２号）を当該許可に係る申

請をした者に交付するものとする。 

（傍聴人の定員） 

第３条 会議を傍聴することができる者（以下「傍聴人」という。)の定員は、１０

人とする。 

２ 委員長は、前条第１項の規定による申請が前項の定員を超えるときは、抽選によ

り傍聴人を決定して、その傍聴を許可するものとする。 

３ 前条第１項及び前二項の規定にかかわらず、報道機関に属する者で、委員長が必

要と認めるものには、その傍聴を許可することができる。 

（会議の傍聴をすることができない者） 

第４条 次のいずれかに該当する者は、前二条の規定にかかわらず、会議を傍聴する

ことができない。 

⑴ 刃物、棒その他人に危害を加えるおそれのある物を携帯している者 

⑵ 旗、のぼり、プラカード、鉢巻き、腕章その他示威行為に利用する物を携帯し、

又は着用している者 

⑶ 酒気を帯びていると認められる者 

⑷ 前３号に掲げる者のほか、会議を妨害し、又は議事運営に支障となるおそれが

あると認められる者 
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（傍聴人の遵守事項） 

第５条 傍聴人は、会議を傍聴するときは、次に掲げる事項を遵守しなければなら

ない。 

 ⑴ 会議における言論に批評を加え、又は可否を表さないこと。 

 ⑵ 私語、談話、拍手等をしないこと。 

 ⑶ 携帯電話その他音又は光を発生する機器は、電源を切り、使用しないこと。 

 ⑷ 鉢巻き又は腕章の類をする等の示威的行為をしないこと。 

 ⑸ 飲食又は喫煙をしないこと。 

 ⑹ 前各号に掲げることのほか、発言、騒ぎ又は議事の支障となる行為をしない

こと。 

２ 傍聴人は、会議の場所において、写真撮影、録画、録音、通信等を行ってはな 

らない。ただし、特に委員長の許可を得たときは、この限りでない。 

 （会議の非公開） 

第６条 委員長は、委員会が会議を非公開とする決定をしたときは、第２条及び第 

３条第３項の規定にかかわらず、会議の傍聴を許可しないものとする。 

２ 会議の場所にいる傍聴人は、委員会が会議を非公開とする決定をしたときは、 

速やかに退場しなければならない。 

 （違反に対する措置） 

第７条 委員長は、会議の場所にいる者であって、この要領に違反したものに対し、 

退場を命じることができる。 

２ 前項の規定により退場を命じられた者は、速やかに退場しなければならない。 

 （その他） 

第８条 この要領に定めるもののほか、会議の傍聴に関し必要な事項は、委員長が 

定める。 

   附 則 

 この要領は、令和７年１０月６日から施行する。 

 



 

様式第１号（第２条関係） 

受付番号      

さいたま市新庁舎整備に伴う民間機能整備事業者選定委員会  

傍聴申請書 

（    年  月  日開催分） 

 
（あて先）さいたま市新庁舎整備に伴う民間機能整備事業者選定委員会委員長 

 

 委員会の傍聴を申請します。 

 なお、傍聴するに際しては、さいたま市新庁舎整備に伴う民間機能整備事業者選定委員会

傍聴要領を遵守します。 

 

 （申請者） 

 

  住  所                                 

 

  電話番号                                 

 

  ふりがな 

  氏  名                                 

 

 
様式２号（第２条関係） 

受付番号      

さいたま市新庁舎整備に伴う民間機能整備事業者選定委員会 

傍聴券（    年  月  日開催分） 

 

さいたま市新庁舎整備に伴う民間機能整備事業者選定委員会 
注1 この傍聴券は、本日の傍聴に限り有効です。 

2 この傍聴券は、他人に譲渡又は貸与することはできません。 

3 係員の請求があったときはこの傍聴券を提示し、その指示に従ってください。 

 

【傍聴することができない者】 

⑴ 刃物、棒その他人に危害を加えるおそれのある物を携帯している者 

⑵ 旗、のぼり、プラカード、鉢巻き、腕章その他示威行為に利用する物を携帯し、又は着用している者 

⑶ 酒気を帯びていると認められる者 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、会議を妨害し、又は議事運営に支障となるおそれがあると認められる者 

【傍聴人の守るべき事項】 

⑴ 会議における言論に批評を加え、又は可否を表さないこと。 

⑵ 私語、談話、拍手等をしないこと 

⑶ 携帯電話その他音又は光を発生する機器は、電源を切り、使用しないこと。 

⑷ 鉢巻き又は腕章の類をする等の示威的行為をしないこと。 

⑸ 飲食又は喫煙をしないこと。 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、発言、騒ぎ又は議事の支障となる行為をいないこと。 

※ 傍聴人が上記事項を守らなかった場合は、退場していただくことがあります。 

 



さいたま市条例第１７号 

さいたま市情報公開条例（抄） 

（行政情報の開示義務） 

第７条 実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る行政情

報に次の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」という。）のいずれか

が記録されている場合を除き、開示請求者に対し、当該行政情報を開

示しなければならない。 

⑴ 法令又は条例（以下「法令等」という。）の定めるところにより、公

にすることができないとされている情報 

⑵ 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除

く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等

（文書、図画若しくは電磁的記録に記載され、若しくは記録され、又

は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項をいう。次条

第２項において同じ。）により特定の個人を識別することができるもの

（他の情報と照合することにより特定の個人を識別することができる

こととなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできない

が、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがある

もの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 法令等の規定又は慣行により公にされ、又は公にすることが予定

されている情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが

必要であると認められる情報 

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０

号）第２条第１項に規定する国家公務員（独立行政法人通則法（平
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成１１年法律第１０３号）第２条第４項に規定する行政執行法人の

役員及び職員を除く。）、独立行政法人等（独立行政法人等の保有す

る情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）第２条第

１項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）の役員及び職

員、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２条に規定する

地方公務員並びに地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１

５年法律第１１８号)第２条第１項に規定する地方独立行政法人をい

う。以下同じ。)の役員及び職員をいう。)である場合において、当

該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のう

ち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分並びに当

該公務員等の氏名に係る部分であって公にしても当該公務員等の個

人の権利利益を害するおそれがないと認められるもの 

⑶ 法人その他の団体(国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立

行政法人を除く。以下「法人等」という。)に関する情報又は事業を営

む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、

人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要

であると認められる情報を除く。 

ア 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の

地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの 

イ 実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供され

たものであって、法人等又は個人における通例として公にしないこ

ととされているものその他の当該条件を付することが当該情報の性

質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの 

⑷ 市及び国等（国、独立行政法人等、他の地方公共団体又は地方独立



行政法人をいう。以下同じ。）の内部又は相互間における審議、検討又

は協議に関する情報であって、公にすることにより、率直な意見の交

換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に市民

の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え、若

しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの 

⑸ 市又は国等が行う事務事業に関する情報であって、公にすることに

より、次に掲げるおそれその他当該事務事業の性質上、当該事務事業

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

ア 監査、検査、取締り又は試験に係る事務に関し、正確な事実の把

握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若

しくはその発見を困難にするおそれ 

イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、市又は国等の財産上の利

益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

ウ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に

阻害するおそれ 

エ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を

及ぼすおそれ 

オ 市又は他の地方公共団体が経営する企業に係る事業に関し、その

企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

⑹ 市及び国等の間における協議、依頼等に基づいて作成し、又は取得

した情報であって、公にすることにより、国等との協力関係又は信頼

関係を不当に損なうおそれがあるもの 

⑺ 公にすることにより、人の生命、健康、生活又は財産の保護その他

の公共の安全及び秩序の維持に支障を及ぼすおそれがある情報 



⑻ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第６０条

第３項に規定する行政機関等匿名加工情報（同条第４項に規定する行

政機関等匿名加工情報ファイルを構成するものに限る。以下この号に

おいて「行政機関等匿名加工情報」という。）又は行政機関等匿名加工

情報の作成に用いた同条第１項に規定する保有個人情報から削除した

同法第２条第１項第１号に規定する記述等若しくは同条第２項に規定

する個人識別符号 

 

（会議の公開） 

第２３条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号)第１３８条の４第３項

の規定により設置する附属機関その他市民、専門的知識を有する者等の

意見を聴取し、市政に反映することを目的として設置される協議会、懇

談会、懇話会、研究会等は、その会議を公開するものとする。ただし、

次に掲げる場合は、この限りでない。 

⑴ 他の法令等により公開しないこととされている場合 

⑵ 不開示情報に該当する事項について審議し、又は意見を聴取する場合 

⑶ 会議を公開することにより、当該会議の適切な運営に著しい支障が生

ずると認められる場合 

附 則 

この条例は、平成１３年５月１日から施行する。 



令和８年８月２８日

議題資料

さいたま市都市戦略本部都市経営戦略部

第３回さいたま市新庁舎整備に伴う
民間機能整備事業者選定委員会
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議題 ○事業者の選定基準の策定に関すること

・事業スケジュール/委員会の進め方

⑴ 第２回委員会の意見と対応

⑵ 公募条件等の検討



事業スケジュール

3
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事業スケジュール

本事業のスケジュールは、以下のとおり想定しています。

⚫ 民間機能の開業時期は、新庁舎の供用開始と同時期の令和13（2031）年度が

現時点では望ましいと考えています。ただし、優先交渉権者の決定後、

契約締結及び土地引渡しを経て開業に至るまでの具体的なスケジュールは、

当該事業者との協議により確定するものとします。

⚫ なお、新庁舎整備のスケジュールに変更が生じた場合には、民間機能の

スケジュールを見直す可能性があります。

基本設計
（～R8.4）

実施設計・技術協力
（R8年度～R9年度）

建設工事
（R９年度～）

民間機能

新庁舎

移転

公募開始

R9.1R8.3

実施方針
公表

R9.9

契約締結後、
事業者による整備

R10年度～R9.12

開業

R13年度

事業者選定
（R8年度）

優先交渉権者決定

基本協定締結

現地解体工事
（R9年度

バスターミナル廃止（R9.3）



委員会の進め方

5



事業者選定基準となる公募要項の策定に向けた、委員会の進め方と各回で想定する議

題は以下のとおり。

第１回
（R7.10.6）

第２回
（R7.11.21）

第３回
（R8.8）

第４回
（R8.11）

【議題】
• 実施方針策定に
係る検討事項

【議題】
• 実施方針(案)

【議題】
• 公募条件等の
検討

【議題】
• 公募要項(案)
• 答申(案)

公募要項に係る答申（R8.11）

実施方針の公表（R8.3） 公募要項の公表（R9.1）

6

⚫基本設計（素案）
（R7.10下旬）

⚫基本設計完了
（R8.4）

＜新庁舎＞

１ 事業者選定基準の策定（スケジュール修正後）



２ 事業者の選定（スケジュール修正後）

第５回
（R9.7）

第６回
（R9.8）

第７回
（R9.9）

【議題】
• 提案書の事前確認
• 提案審査の進め方

【議題】
• 提案審査
• 優先交渉権者の決定

【議題】
• 答申（案）
• 審査講評

公募要項に基づく事業者の選定に当たって、委員会の進め方と各回で想定する議題は

以下のとおり。

優先交渉権者決定に係る答申（R9.9）

基本協定締結（R9.12）

事業者・提案概要の公表（R9.12）

7



⑴ 第２回委員会の意見と対応

8



第２回委員会の意見と対応

⚫ さいたま市に立地したい企業のニーズは一定程度あり、地域貢献を重視する企業も増えてい

る。そういった企業の意向をくみ取り、一体的なにぎわいにつなげるかの点は重要。

⚫ 商業機能は感覚的にかなり厳しい。新しい施設を整備してテナントを募集しても地代が高く、

賃料が上がってしまい、結果的に高級店舗が多く入るケースがある。子育て世帯が多いエリ

アで日常的なにぎわいを考えた場合、イメージと乖離する場合があるので、考慮すべき。

１ 導入機能

9

⚫ 地域貢献の視点や日常的なにぎわい創出の視点については、評価基準の検討の参考といたし

ます。

＜対応の方向性＞



第２回委員会の意見と対応

⚫ 新庁舎との一体整備を求めるのであれば、市庁舎の情報についてもきちんと事業者に提供

する必要がある。どこまでの情報をどのように出すといった出し方の整理が必要。

⚫ 市民広場での活動と民間機能での活動の連携が重要であり、その仕組みを提案させることや

連携の姿勢を提案させるような内容にすべき。

⚫ 市民広場との連携を求めているが、本事業の事業者が市民広場をどこまで活用できるのか、

整理すべき。

２ 新庁舎との連携

10

⚫ 事業者が新庁舎との一体となったにぎわい創出を検討するベース資料としては、「新庁舎整

備基本設計説明書」とします。

⚫ 市民広場の活用など、基本設計における一定の活用例を示した上で、連携の取組を提案条件

として、その内容を評価していくことを検討します。

＜対応の方向性＞



第２回委員会の意見と対応

⚫ にぎわい創出の評価軸は精緻化する必要があり、来訪のリピート性、利用時間帯のバランス、

滞在行動の内容などを把握できると判断が容易になる。

⚫ デッキとの動線は極めて重要であり、視認性やバリアフリーへの配慮を含め、評価可能な記

載とすることが必要である。

⚫ 政策目的への適合度は評価に反映させるべきである。減免しないことは妥当であるが、健康

増進や市民交流など教育的機能は重要である。住民意見を尊重しつつ、短期的ニーズに偏り

すぎないことが重要である。

⚫ 容積率を増やせない場合、セットバック型広場活用などを検討する必要がある。建物をセッ

トバックすることで滞留空間を拡張し、公共性の高い効果が期待できる。中広場での飲食利

用など、事業者の意欲を刺激する要素も考えられる。

３ 評価基準

11

⚫ にぎわい創出、デッキとの接続による回遊性の向上及び政策目的との整合性については、評

価基準の検討の参考とします。

⚫ 建物のセットバックにより公共的な滞留空間を創出する提案についても提案対象として想定

します

＜対応の方向性＞



第２回委員会の意見と対応

⚫ 地代の想定は適切だが、固定資産税評価額は一般的に開示されていない。提示後に見直すと

事業者の採算性に影響する。

⚫ 長期の事業期間はリスクが高いため、事業期間を３０年とした場合にも事業期間終了時に双

方協議し合意があれば再契約する事業スキーム等が提案された場合の扱い等を事前に想定し

ておかないと審査時に問題になる可能性がある。

４ 貸付条件

12

⚫ 貸付料については、公募時に最低貸付価格を明示し、事業者による提案価格を契約額としま

す。契約期間中の貸付料の見直しは、類似の事例を参考に検討します。

⚫ 提案条件は、３０年以上５０年未満の存続期間とする事業用定期借地権として、応募時に

再契約を前提とした提案は不可とします。

また、期間満了時は更地返還を原則とし、契約の更新は行わないものとします。ただし、事

業の実施状況や本事業の目的等を踏まえ、必要に応じて新たな契約締結の可否を検討します。

＜対応の方向性＞



第２回委員会の意見と対応

⚫ 不動産証券化した場合、様々な投資家に資金が入ることになり、海外の機関投資家が投資す

る可能性がある。市有地の事業であるため、何かしら指摘される可能性がある。

⚫ 転貸借や不動産証券化スキームについて、市で想定していなかったスキームに対してどう対

応するか一定の判断基準を想定すべき。

５ 事業スキーム

13

⚫ 不動産証券化スキームを活用した事業体制による提案や、事業実施後の資金回収スキームの

可否については、想定されるリスクを踏まえ、条件や判断基準を検討します。

＜対応の方向性＞



第２回委員会の意見と対応

⚫ 事業用定期借地権、一般定期借地権という記載は一般的ではあるが借地借家法に記載されて

ない用語なので、「事業用定期借地権（法●条）のように正確に記載すべき。

⚫ 「定期借地権設定期間が～」とあるが、定期借地であることは以降の文章から明確であるこ

とから、「定期」は削除したほうがよいのではないか。

⚫ スケジュールに記載の「定期借地権設定契約」という文言について、借地権が地上権ではな

く賃借権の場合、設定契約とは言わないため「設定」は削除したほうがよいのではないか。

６ その他

14

⚫ 定期借地権に関する表記については、借地借家法の規定を踏まえ修正し、実施方針を策定し

ました。

⚫ 契約名称については、本市や他都市の事例を踏まえ、一般的となっている「定期借地権設定

契約」を採用します。

＜対応の方向性＞
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